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はじめに
　Mass gathering medicine、耳慣れないかと思
われますが「一定期間、限定された地域にお
いて同一目的で集合した多人数の集団（mass 
gathering）」に提供される医療のことで、今で
は救急災害医療の一分野となっています。目的
は参加者やスタッフ、時には観客へ早期に適切
な医療を提供することと、周辺の消防や医療機
関への負担を減らすことです。全国的には伊勢
志摩サミットを終えテロの可能性もある東京オ
リンピックの準備が進んでいますが、ここでは
大きなスポーツイベントを例に考えてみたいと
思います。

医療計画の考え方
　「物事は準備が 8 割」「悲観的に準備して楽観
的に行動せよ」などといわれますが、大きなイ
ベントはまさにその通りです。こういった時の
参考に、広く日本でも普及している災害医療対
応の基本的な考え方である、英国MIMMS（Major 
Incident Medical Management and Support） の

「CSCATTT」に当てはめてみました。スポー
ツイベントを例にしていますが、関係者はこの

順に頭を整理して対応することでスムーズな活
動につながると思います。（表 1）

事例：NAHA マラソン
　医療責任者（医療部会長）は那覇市立病院か
ら任命され、事前に「医療・救護部会」を 2 回
行っています。参加者は各救護所と消防救急車
同乗を担当する救急病院、各消防機関、モバイ
ル AED 隊を担当する救急救命士養成学校や観
光協会、行政機関です。当日の指揮系統や通信
体制の確認、コースと AED 配置（図 1）、過去
大会の重大事故、IP 無線機の説明等が行われ
ます。
　もともと全国で開催されるマラソン大会の中
でも著しく完走率の低い NAHA マラソンです
が、昨年の第 32 回は 13 時 38 分に過去最高の
気温（28.2 度）となり完走率は過去 2 番目に低
い 53.2％になりました（ちなみに男子 57.1％、
女 子 41.3 ％、 県 内 43.7%、 県 外 66.8%、 外 国

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　m
ass gathering m

edicine

　
～
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る

　
　
　
　
　
　
　
　
救
護
体
制
に
つ
い
て
～

　
沖
縄
赤
十
字
病
院 

救
急
部
長

　
沖
縄
県
災
害
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

　
　
　
　
佐
々
木

　
秀
章

表 1　事前計画　CSCATTT：大規模スポーツイベントの例
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63.2% でした）。当日は全体で医師 24 名、看護
師 54 名等で医療救護に当たりましたが救護所
受診者数、病院搬送数は著しく増加し、本大会
用に配備した消防救急車 7 台でも全く不足、通
常業務についていた救急車や 2 病院からのドク
ターカーの応援で搬送が行われています。現場
での心停止は発生しませんでしたが 210 名が救

護所受診、この 8 割近くは熱中症や脱水に関連
する症状でした。88 名に救護所で輸液が実施さ
れ、コースからの直接搬送を含む 63 名が病院
搬送、うち 19 名が入院（ICU7 名）、1 名は熱中
症のため不幸な転機となりました。（第 31、30
回の病院搬送は各々 10 名）

図 1　AED 配置
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　マラソン大会における心停止は0.75～2.5/10
万人などといわれていますが、日本では市民の
AED 使用が可能となった 2004 年以降は蘇生成
功例が増え、ますます一次心肺蘇生法が重要と
なっています。NAHA マラソンでも過去 4 例が
心肺停止に陥りましたが心肺蘇生＋ AED 等で
全員後遺症なく復帰しました。このためこれま
での医療体制は救護所、モバイル AED 隊（徒
歩＋自転車）、AED バイク隊に加えメディカル
ランナーの導入や PUSH 講習会、健康チェッ
クリストなど心停止に関する体制を重視してき
ました。今回は暑さ指数（WBGT）では厳重警
戒域に近い状態だったと考えられ熱中症が多発
しました。今後は熱中症のリスク評価や強風、
雷、事故など競技中止の基準とそのプロセス、
また混乱しないよう参加者への周知も検討する
必要があります。単純に暑さ対策で給水ポイン
トを増やせば、逆に運動関連性低ナトリウム血
症となる可能性もあり、参加者への適切な医療
情報提供や教育も課題にあげられます。
　第 32 回を振り返ると搬送や救急病院の混乱
を避けるため、これまで経験のない「災害モー
ド」での対応が適切だったと考えられましたが、
それに備えた体制ではなく消防機関、救急医療
機関に多大な負荷をかけてしまい次回への重要
な教訓となりました。

考察
　Mass gathering medicine は様々なイベント
に必要不可欠な部門として認識されてきてい
ますが、その一方で地元に根差した祭事やコン
サート等ほとんどの場合は医療スタッフへは
直前の連絡と協力依頼、また病院へは依頼状 1
枚で済まされている現実があり、協力に応じた
医療スタッフが右往左往する状況も見受けら
れます。
　まず肝要なことはマラソンなどイベントの主
催者は、医療救護は必須の要素であることを認
識し、医療責任者を実施組織に加え計画の段階
から関与させることです。適任者はイベント、
規模等により地域の医師や消防等さまざまで
しょうが、大規模であれば地元の救急災害医療

に詳しい医師と消防の双方で通信を含めた医療
本部を運営することが望まれます。
　協力を要請される医療スタッフ、特に医師に
とって躊躇されることは主催者側からの情報提
供がほとんどないことだと思います。過去開催
時の傷病者の内容や自身の配置場所の状況と
チームメンバーについて、そこの資機材、薬品
は何があって何を持参すべきなのか、救急搬送
体制は、そもそもそこで求められる医療救護の
レベルは、等々不明のままイベント前の準備段
階や最中でさえ誰に連絡を取るべきなのかわか
らず丸投げされた経験はないでしょうか。傷病
者対応が予想されるイベントであれば、計画時
から医療救護に係るコストを予算として組み込
み、医療事故が生じた場合の対応方針を含めて
医療スタッフへの適切な指示と負担軽減を図っ
ていく必要があり、さもなければ近い将来医療
スタッフの協力が得難くなるのではと危惧して
います。
　運営主体は様々ですが、イベントの成功には
可能な限り地域に迷惑をかけない医療救護、搬
送、病院受入れの計画を医療関係者とともにつ
くる、この原則を周知していくことがまず第一
歩と考えています。

まとめ
・ 大規模イベントでは地元の救急・災害医療の知

識を持った医療責任者（メディカルディレクタ
ー）が計画の段階から参画する必要がある。

・ 医療スタッフは通信を確認し、想定される傷
病と対応、患者動線、搬送に対してのシミュ
レーションを考慮する。

・ 主催者と医療スタッフの間に、上記のための
コストを含めた共通認識が望まれる。

《マラソン、トライアスロンの参考に…》
・ 国際マラソン医学協会医療救護マニュアル：

IIRM Medical Care Manual 日本医師会監訳
・ 日本トライアスロン連合：JTU 加盟団体・大会

主催者そして選手への緊急要請 Athletes' Safety 
First : http://www.jtu.or.jp/news/2015/150722-3.
html


